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I　は じ め に
刑事訴訟における公判前整理手続のあり方をめぐっては，これまで，学
界・実務の両者から，多くの関心が集められてきた。法曹三者の間でのイ
メージの共有化がなされていないといった指摘もなされ1），その現状は長期
化・肥大化の傾向にあることから，公判前整理手続の位置づけについて，理
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論的検討の必要性が迫られている。筆者は，これまで，アメリカ合衆国やイ
ングランド・ウェールズの準備手続の検証を下地にして，準備手続の比較法
研究を行った2）。そして以上の問題意識のもとに，手続原理の公判前整理手
続への適用を試みてきた3）。
もっとも，公判前整理手続の刑事訴訟全体における位置づけや性格を考
察する上で，公判前整理手続に関する刑事訴訟法 316 条の 32 の役割が，大
きな比重を占めるものと考えられる。すなわち，証拠請求制限の例外として
認める「やむを得ない事由」の解釈が，公判前整理手続の実像を大きく左右
するのではないだろうか，と思われるのである。しかし，同条項については，
今後十分な議論を尽くす必要があり，その解釈について，十分には整理され
ていないように思われる。そこで本稿は，同条文の法的枠組みについて検証
するとともに，今後の展望を検討することとしたい。
本稿は，まず，刑訴法 316 条の 32 の意義を，公判前整理手続論の観点か
ら整理し，現在の議論状況を明らかにする。次に，刑訴法 316 条の 32 に関
する証拠請求制限の判例法理を分析し，その課題を明らかにする。そして，
主張制限についての最高裁判例を取り上げ，分析するとともに，その課題を
展望することとしたい。
II　刑事訴訟法 316 条の 32 の法的構造
（1）　刑事訴訟法 316 条の 32 の意義
公判前整理手続は，あくまでも公判審理の準備のための手続である。した
がって，準備に当事者が参加するためには，それ相応の動機づけが必要とな
る。しかし，裁判の準備のための手続としての性格が強いから，そもそも，
当事者にとって動機づけの少ない手続であるということを認識しなければな
らない。結局，公判でいろいろ主張，証拠請求していけばよいと当事者が考
えがちとなるならば，準備手続の存在価値は必然的に薄まってくる。
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そのために登場するのが，刑訴法 316 条の 32 のような規定である。この
条文により，公判前整理手続（あるいは期日間整理手続）において，証拠調べ請
求（法 298 条）の規定にかかわらず，「やむを得ない事由」によって証拠調べ
請求できなかったものを除き，公判前整理手続（あるいは期日間整理手続）が終
わった後には，両当事者が，証拠調べを請求することができない（1 項）。な
お，裁判所が「必要と認めるとき」には，職権で証拠調べをすることは妨げ
られない（2 項）。これらの規定がなければ，公判前整理手続が重みを持つこ
とがなくなるのかは，実験されたわけではない。しかし，少なくとも制度上
は，この規定によって公判前整理手続の存在価値が認められたことになる。
1項と 2項の関係はさておき， 1 項における 「やむを得ない事由」 を厳格に
運用するとすれば，すなわち「やむを得ない事由」をあまり認めないとすれ
ば，公判前整理手続に両当事者が出席する動機づけは高まると想像される。
そして，公判において，突如これまで聞いたことがない主張が飛び出し，証
拠調べ請求がなされることがないように，慎重に両当事者は行動するであろ
う。その意味で，公判は計画通りに実施され，混乱が引き起こされる可能性
は少なくなる。逆に，あまり制限的な運用をしないとすれば，ひとまず後々
の公判で主張，請求すればよい，と当事者は考えるかもしれない。そのよう
になれば，両当事者は公判前整理手続を軽視することになろう。準備自体が
形式的なものに堕す可能性がある。その意味で，1 項の規定は，公判前整理
手続を創設した以上は，必要な規定であることは否定できない。それゆえ，
同規定の立法趣旨は，同規定がなければ「当該手続等における争点整理，証
拠整理の実効性が損なわれる」，「公判審理を中断せざるを得なくなる」4）と
され，「仮に公判期日になってからでも新たな証拠請求ができるとすれば，
本来公判前整理手続で行われるべき証拠請求が怠られ」る5），などと主張さ
れるのである。
しかし， 「やむを得ない事由」 を厳格に解釈しすぎると， おそらく， 両当事
者はあれもこれもと，公判前整理手続で主張し，証拠調べの請求をすること
になると想像される。そうなると，公判前整理手続は必然的に，長期化ない
86
し肥大化するという現象を引き起こすことも予想される。そればかりか，そ
こで争点整理，証拠厳選の作業をすることによって，場合によっては，両当
事者の納得が得られない可能性が高まるであろう。さらには，公判前整理手
続の本来の性格から不都合が生じることになりかねない。すなわち，それ
は，公判審理のように，公開の法廷で行われているわけでもなく，ある種，
明確な手続が規律されていない「場」においてその作業が行われることを意
味するからである。また，外部からの透明性のある手続でもないからでもあ
る。だからこそ，あくまでも公判のための準備手続として，補充的なものと
して公判前整理手続は位置づけられるはずなのである。それゆえ，公判前整
理手続の比重が増すほど，もともとの手続の性格とはかけ離れてくるし，公
判とほぼ同等ないしそれ以上の重みを公判前整理手続に対して両当事者が持
つとすると，それは公判前整理手続の性格を逸脱すると同時に，刑事訴訟の
適正手続化に，逆行することになろう。
それゆえ，刑訴法 316 条の 32 の「やむを得ない事由」は厳格に過ぎると， 
本末転倒の結果を生じさせかねず，必然的に，「厳格化」にこそ限界がある
ことを認識する必要がある。したがって，同条文は，公判前整理手続と公判
を繋ぐ，いわば止水栓のような役割を果たすことになるのであろう。しか
し，全く遮断することは無理なばかりか，ある程度，水を通していく道を残
しておかなければならないものであると，言うことができるのである。
（2）　刑事訴訟法 316 条の 32 の法的性格
それでは，316 条の 32 の一般的な理解はどのようになされているのか。
第一に，当事者の主張制限も含む規定なのかどうか，が議論となっている。
この点では，本規定が証拠請求について一定の制限を求めているところ，立
法過程では，さらに主張変更，主張追加の制限も検討されたという経緯があ
る。しかし最終的には，本条文では，この点が外された6）。それは，被告人
質問における新たな主張を制限するようなことは適当ではないことが理由と
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されている。実際に，その後も信義則から制限の余地を認めるとする見解が
あるが7），立法趣旨からも明らかな通り，同条文においては，主張制限は含
まれない趣旨と理解すべきであろう。
第二に，「やむを得ない事由」の具体的な解釈が議論となる。学説を紐解
くと，いわゆる立法提案の趣旨を活かして，「やむを得ない事由」について
は， 次のような説明がなされることが多い。すなわち， 第一に， ① 証拠は存
在していたが，その事実を知らなかったことがやむを得なかったといえる場
合（不知），② 証人の所在不明などの理由により証拠調べ請求ができなかっ
た場合など，証拠の存在は知っていたが，物理的にその証拠調べ請求が不可
能であった場合（物理的不能）8），③ 証拠の存在は知っており，証拠調べ請求
も可能であったが，公判前整理手続等における相手方の主張や証拠関係など
から，証拠調べ請求をする必要がないと考え，そのように判断することにつ
いて十分な理由があった場合（心理的不能）が，「やむを得ない事由」に該当
すると説明される。ただし，第二に，同法 2項における職権証拠調べの可能
性もある（いわゆる「必要と認めるとき」に該当する場合）。このときは，「新たな
証拠を請求するに至った経緯，新たな証拠請求が相手方当事者に及ぼす影響
や審理予定に与える影響の大小，その証拠が証明しようとする事実が事件の
帰すうに与える影響の大小，そして事案の重大性等を総合的に考慮して」判
断することになる，と説明される9）。
これに対して，（a） 追加提案として，上記①～③の他に，情状事実（例え
ば，示談の成立）が公判前整理手続終了後に生じた場合を加えるべきであると
する見解がある10）。あるいは，これらの事柄を，2 項の職権で可能とする考
え方もある11）。いずれにせよ，このような主張は，被告人の防御，主張を
反映させる方向のものとして，後に述べるように，検討の余地があると言え
よう。その他には，（b） 上記の通説に対して，「新たな証拠請求が相手方当
事者に及ぼす影響や審理予定に与える影響の大小」，「事案の重大性」は，不
請求の懈怠によるものではないから，判断事情にすべきではないとする見解
も主張されている12）。裁判においては，最終的な結論の妥当性こそ，我々
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が追い求めるべきものであるはずだから，この見解も傾聴に値するものであ
る。特に，1 項において当事者の主張・立証が形式的に切り捨てられた上で
の職権発動であるとすれば，結論の妥当性を導くという観点から，看過でき
ないであろう。そこで，（c） 防御権の保障から広く認めるべきであるとする
見解も主張されている。すなわち，「弁護人が証拠の存在を知っており，容
易に提示できるのにあえて怠ったような場合を除き，『やむを得ない事由』
は広く認められる必要がある」13）と主張されている。この点は，どのような
理由から，またどのような場合に認められていくのか，より発展的な検討が
必要となってこよう。なお，公判証言の信用性を弾劾する証拠については，
争いがあるものの，「やむを得ない事由」に含まれるとする積極説が有力に
主張されている14）。ただしこの論点については，もっぱら上記②（すなわち
物理的不能）に該当するものと考えられているようである。
その他，刑訴法 382 条の 2における「やむを得ない事由」との関係につい
ても議論がある。上記②物理的不能，③心理的不能の場合を前提としつつ，
「控訴審において原審に現れなかった証拠によって原判決を破棄したとして
も，当事者が第一審の審理を軽視し，控訴審によって初めて証拠を提出する
といった傾向を助長することがないかどうか，証拠の第一審中心主義に反す
るものでないかどうかを規範的に評価する」と説明されている15）。したがっ
て，基本的には，刑訴法 316 条の 32 における「やむを得ない事由」とほぼ
同価値のものと見られていると言ってよいであろう。
このように，刑訴法 316 条の 32 の「やむを得ない事由」をめぐっては，
通説的理解に対して，それを修正する見解，特に防御の視点から修正する見
解が主張されている。通説的見解における不知，物理的不能の場合には，ま
さに「やむを得ない」場合であると，通常は判断されるものと思われ，ほと
んど異論がないものと思われる。問題は，そのような場合ではなく，何らか
の事情で証拠請求ができなかったような場合（心理的不能）である。この点が
柔軟に判断されなければ，結果的に，第一審である公判活動の充実化，そし
て裁判の結論の妥当性に，不安が残ることになるのではないだろうか。
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（3）　判例の展開
以上のような議論がある中で，判例についてはいかなる蓄積があるのか，
概観してみることとしよう。
1. 東京高判平成 20・3・2616）
本事案は，検察官側の主張に基づくものである。すなわち，他の強制わい
せつ事件の裁判で，虚偽のアリバイ証言をしたとして偽証罪が問われた事例
であった。当初はそのアリバイ主張の客観的事実についての存否が争われ，
その争点は，証言をした当該被告人の証言時の記憶内容であった。しかし，
控訴審の段階で，検察官は，他の強制わいせつ事件の被害者等の供述を用い
て，アリバイ主張の客観的事実の不存在を立証しようと証拠請求したという
ものであった。これに対し，裁判所は，この新たな検察官側の主張・請求に
対して，「本犯事件に関する証拠を用いて立証する方法も当然に予定できる
から，そういった立証をも行うのか否かについて，予め十分検討した上で，
原審での公判前整理手続に臨むべきであった」とし，事実審の立証方法と，
もう一つの立証方法との併用か，どちらか一方にするかについては，検察官
が事前に検討しておくべきであったとした。そして，「検察官は，公判前整
理手続の全過程（打合せ期日をも含む。）を通じて，本件客観的事実の立証
に関して，本犯事件の具体的な事実関係の主張や，本犯事件の証拠を本件で
請求するなどの立証方針を表明せず，最終的にも証拠請求しなかったから，
自己の判断で本犯事件に関する証拠を用いた立証をしない選択をしていたも
のと推認される」とし，「やむを得ない事由」には当たらないとされた。な
お，本事案は，法 382 条の 2第 1項の「やむを得ない事由」として検討され
たものである。
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2. 広島高裁岡山支判平成 20・4・1617）
本事案は，被告人側の主張に基づくものである。すなわち，強姦致傷事件
において，被告人は公訴事実について，当初から争いはなかった。しかし，
第一回公判期日において，被害者方には姦淫目的で侵入したのではなく，入
浴目的で被害者宅に侵入したこと，もみ合ううちに姦淫を思い立ったとする
旨，被告人が主張し始めた。被告人質問に先立ち，裁判長が，住居侵入目的
に関する主張は公判前整理手続において主張していなかった新たな主張であ
るとして，この主張について被告人質問を制限した。弁護人は，これに対し
て異議を申し立てたが，原裁判所はこれを棄却した上，その後審理は終結し
判決が宣告された。控訴審は，刑訴法 316 条の 32 の「やむを得ない事由」
の不存在を理由に被告人質問を制限したことは不適切であるが，295 条 1 項
により，裁判長は訴訟関係人の本質的な権利を害しない限りで，被告人質問
を制限することができるとした。本事案は，いわゆる「主張制限」について
の事例として，特色がある。
3.  名古屋高裁金沢支判平成 20・6・518）
本事案は，被告人側から，2 名の捜査段階における供述調書等を弾劾証拠
として請求したが，これを裁判所が却下したという事案である。しかし，控
訴審は，被告人側の弾劾証拠請求につき，「やむを得ない事由」として却下
した裁判所の判断は相当とは言えないと結論づけた。そして，その自己矛盾
の供述が重要事項に関するものであり，証拠採用して評議において供述の信
用性を慎重に判断すべきであるとしている。判決では，その過程で，次のよ
うに述べる。すなわち，「同法 328 条による弾劾証拠は，条文上『公判準備
又は公判期日における被告人，証人その他の者の供述の証明力を争うため』
のものとされているから，証人尋問が終了しておらず，弾劾の対象となる公
判供述が存在しない段階においては，同条の要件該当性を判断することはで
きないのであって，証人尋問終了以前の取調請求を当事者に要求することは
相当ではない。そうすると，同条による弾劾証拠の取調請求については，同
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法 316 条の 32 第 1 項の『やむを得ない事由』があるものと解すべきであっ
て……」とした。そして，「公判前整理手続を実施した事件における弾劾証
拠の採否に当たっては，同法 316 条の 2第 1項に規定する『充実した公判の
審理を継続的，計画的かつ迅速に行う』ことの要請から，証拠としての『必
要性』についても厳格な吟味を要するものといえる。」として，「やむを得な
い事由」につき，弾劾証拠請求の場合は積極的に事由を認めるべきであると
いう方向性を示唆した。
4. 東京高判平成 21・2・2019）
本事案は，被告人側主張に基づくものである。被告人の犯人性を推認させ
る根拠として，指紋，DNA 鑑定，携帯電話が，それぞれ検察側が主張する
事実の証拠として挙げられていた。しかし，被告人側はその証明力を争うた
めに，指紋の採取状況，経過について疑問を明らかにするための捜査官によ
る証人尋問が必要であること，DNA 鑑定について鑑定人の証人尋問が必要
であること，携帯電話機については被告人の携帯電話との同一性を明らかに
する証拠がないこと，といった追加的主張，証拠調べ請求を控訴審において
行った。しかし，裁判所は，公判前整理手続において争点整理され，被告人
側も争わないとの前提であったと見られるから，「やむを得ない事由」には
該当しないとした（なお，この判断を，控訴審が行っている）。
5.  東京高判平成 21・3・1920）
本事案は，問題となっている鑑定が，検察官側の主張に基づき証拠採用さ
れたものであった。すなわち，殺人の事実につき被告人の殺意が争われてい
た事例で，検察側の請求に基づく，創傷の部位・程度を認定するに当たって
依拠する医師の鑑定書と証人尋問が，「やむを得ない事由」がないにもかか
わらず違法に採用決定された，と控訴審で被告人側より主張された。しか
し，その事情は，もともと解剖立会報告書と目撃供述等により殺意の立証は
十分と検察官は考え，鑑定書は必要ないと考えていたが，上記報告書と齟齬
92
があることに気づき，公判前整理手続終了後に鑑定が証拠請求されたという
ものであった。そこで控訴審は，そのような事情があったとしても，「やむ
を得ない事由」に該当する場合とは言えないとした。ただし，316 条の 32
第 2 項による職権による取調べについては，証拠の重要性，本件特殊事情か
ら適法とされた。
6.  東京高判平成 21・4・2821）
本事案は，検察官側の主張に基づくものである。本事例では，被告人の責
任能力が争点とされ，被告人の犯行時の記憶が欠落していることが具体的に
争点の一つとされた。記憶の欠落については，公判前整理手続の段階では明
らかではなかったが，そもそも留保されていた鑑定人が，公判においてその
事実を内容とする鑑定書を作成し，被告人側より証拠請求されたため，被告
人の記憶内容を立証趣旨とする上申書が証拠請求されるに至った。控訴審で
は，このことが，「やむを得ない事由」とは言えないのではないか，が争わ
れた。しかし，控訴審は公判審理の段階で採用した鑑定人によって必要性が
生じたということから，「やむを得ない事由」に該当するとした。この事例
は，いわゆる物理的不能な場合に当たると考えられる。
7.  東京高判平成 22・9・3022）
本事案は，被告人側の主張に基づくものである。検察官が少年法 55 条の
移送決定の不当を根拠づけるための事情として被害者が持病を抱えていたこ
とを冒頭陳述において主張した。そこで被告人側が，公判前整理手続ではこ
のような主張は行われていないとして，電話用紙 2通について，被害者に特
段の異常がなかったことを立証するために証拠請求したところ，裁判所がこ
れを却下した。控訴審は，公判前整理手続ですでにこのことを内容とする捜
査報告書が証拠請求されていて，すでに公判前整理手続で捜査報告書に対す
る反証として証拠請求する機会が十分にあったから，「やむを得ない事由」
に該当しないとされた。
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8.  東京高判平成 22・10・423）
本事案は，代謝競合によって効果が増強された抗てんかん薬及びアルコー
ルの影響により心神耗弱等の可能性があったにもかかわらず，公判前整理手
続で争点化されず，第一審でも争われなかった事案であった。しかし，控訴
審の段階で，被告人側から，この可能性があることにつき事実誤認があると
して，主張された。控訴審は，責任能力の主張につき原審が被告人質問のと
きに，責任能力の関連性がある事柄について調べなかったところに問題があ
るとし，また，原裁判所としては，少なくとも抗てんかん薬と記憶喪失に関
する供述が出てきた時点において，期日間準備手続を活用するなどして，必
要に応じて立証を促すことも考えられたと言うべきであるとした。そして，
控訴審において当事者の主張を認めた事例である。この事例については，弁
護の不十分な部分の問題を，事後的に救済したという面があろう。
9.  東京高判平成 23・2・824）
本事案は，被害者の死亡時期を新たに争うことを検察官に主張立証させな
かった事例である。すなわち，被告人は，殺人について共犯者 2名との共謀
もなく，殺意もないとして争っていた。しかし，この殺人について，共犯者
とされる 2名が，弁護人において事前に予想もしなかった証言をしたことに
より，弁論において，被害者の死亡時期を弁護人が主張し，そのため共謀に
よる殺人罪は成立しないと主張するに至った（このこと自体は，控訴審はやむを
得ないものであったことを否定している）。そこで検察官は，異議を述べたが新た
な証拠調べを請求せず結審した。控訴審は，このことにつき，検察官による
追加の主張，立証を促すなどの措置を採らなかったことについて，審理不尽
による違法はないとした。
10.  東京高判平成 23・12・2625）
本事案は，被告人側主張に基づくものである。具体的には，当初の被告人
は，中止未遂の成立と自首の成立を主張するものであった。公判前整理手続
94
では責任能力については争わないことを述べていたものの，その後，公判の
途中で責任能力を争う旨主張し，弁護人が鑑定請求を行ったが，「やむを得
ない事由」には当たらないとして，これを裁判所は却下した。控訴審も，公
判前整理手続の段階で責任能力を争うことは可能であったとして，また，公
判期日における証言は想定内であるとして，「やむを得ない事由」には当た
らないとした。
11.  東京高判平成 24・1・3026）
本事案は，検察官側請求の事案である。覚せい剤事犯において違法収集証
拠が争点とされたが，具体的には職務質問の開始時刻について，被告人側が
新たな主張をしたところ，検察官側がこれに対応する形での新たな追加立証
を主張した。しかし，その原因が証人尋問後の被告人の弁解によるものであ
るとして，証人の請求，その証人の検察官調書の取調べを認め，「やむを得
ない事由」によって請求することができなかった，と結論づけた事例であ
る。この事例も，いわゆる物理的不能に当たるものと思われる。
12.  名古屋高判平成 25・10・2827）
本事案は，検察官側請求の事案である。具体的には，被告人に事情聴取し
た際の警察官の証言に対して，弁護人の反対尋問後，事情聴取した際のメモ
（尋問の際に使用している）を添付した捜査報告書を検察官が証拠請求した。し
かし，これは「やむを得ない事由」には当たらないとして，請求は却下され
た。控訴審は，請求証拠である捜査報告書につき，「やむを得ない事由」に
は当たらないとした原審は適法であるが，2 項により職権証拠調べしたこと
は適法とした。この理由として，事案の重大性，争点との関連，必要性など
から認められた事例である。
以上が主な判例群である。その他に，主張制限と刑訴法 295 条 1 項につい
ての議論もある。すなわち，すでに指摘したように316条の32において，主
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張制限を限定的に認めようとする見解があるものの，判例は，おおむね 316
条の 32 については否定的であると言ってよいであろう。例えば，東京高裁
平成 21 年 12 月 17 日判決28）は， 主張制限効が 316 条の 32 から認められない
と指摘している。そして，次章で詳細に分析する最高裁平成 27 年 5 月 25 日
決定29）は，いわゆる主張制限について，295 条 1 項にて可能性があることを
示唆した。
これら判例の動きにおいては，おおむね判例法理は次のように整理するこ
とができるであろう。すなわち，証拠調べ請求制限については，316 条の 32
が予定されていて，主張制限は同条の中では想定されていない。そして，
295 条 1 項において，可能性が示唆されている。さらに，316 条の 32 につい
ては，いわゆる通説の 3 つの場面設定の場合において，「不知」の場合の事
例がほとんどないと言え，おおむね，「物理的不能」と「心理的不能」の場
合に問題となっている。そして，物理的不能と言える場合には，ほとんどの
事例が，「やむを得ない事由」に該当しているとするのがこれまでの判例群
の蓄積である。一方，「心理的不能」に該当すると思われる事例について
は，検討した事例の中では「やむを得ない事由」の該当性を肯定する事例は
見当たらず，その障壁は高いものがあると言えるであろう。ただし，316 条
の 32 第 2 項において，実質的な判断を裁判所が行い，事後的な証拠調べ請
求を認める事例がある。
以上が判例法理の分析の整理である。そして，このように分析すると，実
際には心理的不能に当たると思われる事例の場合には，裁判所は慎重に判断
する傾向にあると言えようか。問題は，当該証拠調べ請求が，裁判の具体的
な結論をくだす上で，妥当と言えるかどうかという観点から見る必要がある
であろう。特に，被告人が納得のいく判断をすることが，裁判，そして手続
全体において重要であることは，否定されようがない。そのような観点から
見ると，前記判例群の中で， 2．，4．，7．，10．の事例は，被告人の十分な防御の
機会を提供するという観点から，なお再考すべき余地がある事例と言えよ
う。
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〈 判例法理の整理 〉
316 条の 32
証拠調べ請求制限
295 条 1 項
主張制限
1項 1. 不知
2. 物理的不能　判例 3.  6.  11.
3. 心理的不能　判例 1.  4.  7.  9.？  10.
最決平成 27・5・25
で示す要件
判例 2.
2 項 実質的判断　判例 5.  8.？  12.
（□で囲われている事例は当事者の主張が認められたものである。？は
分類上，その妥当性が判定しにくい事例である。）
（4）　証拠請求制限の課題
このように見ると，316 条の 32 の構造については，ほぼ，上記判例法理
のように，その枠組みが固まりつつあると言える。しかし，その具体的な内
容については，学説上議論のあるところであるし，また，防御の視点からの
再検討も指摘されているところである。特に，その構造は必然的に厳格に解
釈するところに限界がある。もっとも，懸念されるのは，被告人側からの請
求が，本来であれば重要であるのに，裁判所がこの点を軽視し，結果とし
て，その裁判の結論に支障を来すことについてである。この点は，心理的不
能の場面で考えられることになるが，裁判所の職権による判断に委ねてしま
うことについても，それがあくまでも判断当事者であるということから，い
わゆる安全装置として，十分であるとは言い切れないところがあるであろ
う。それゆえ，心理的不能の場面には，再考の余地が残されているのではな
いだろうか。
そこで，通説的枠組みを前提としたとしても，さらに新たな考慮を付け加
えることを検討してみることが求められよう。この点で重要となるのが，い
わゆる適正手続の保障という理論的根拠である。本来，適正手続の保障とい
うのは多義的であるが，その中でも特に重要となる権利が，「有効な弁護を
受ける権利」である。このことは，公判前整理手続の段階だけではなく，一
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連の手続全体に妥当する権利であり，これを保障することによって手続的正
義だけではなく，裁判の判断の妥当性も保障されることになる。したがっ
て，証拠調べ請求についても，本来であれば，その請求が認められなければ
十分な弁護を受けたとは言えない，ということなら，むしろ積極的に，かつ
より事前的にその請求を認めるべきであり，このことは「やむを得ない事
由」に該当すると言ってよいのではないだろうか。
そうすると，具体的にはどのような基準があるだろうか。本論文で提唱す
る基準は，弁護権法理を，ここで採用することである。すなわち，i ① 弁
護人の懈怠の場合（被告人の権利として，「有効な弁護」を受けることができなかった
と考えられる場合），② 有効な弁護を受けなかった結果，裁判の結果が異なる
であろう可能性が合理的に考えられる場合，③ 一般的な弁護人として行う
べき事柄を行っていない場合，については「やむを得ない事由」に該当する
場合であると言えるのではないだろうか。また，ii 弁護人が弁護活動にお
けるジレンマに陥って，証拠調べ請求を控えてしまった場合も，同様に考え
てよいであろう。これらのような場合は，本来のあるべき結論が達成されて
いないのであり，むしろ十分な防御を尽くすことによって，あるべき結論が
実現し，公正な裁判の実現に資すると思われるからである30）。そして，316
条の 32 第 2 項は，裁判所の裁量規定であるので，このようなことを配慮す
べき裁判所の後見義務として，勘案することも考えられなくもない。しか
し，適正手続の保障として意義があるので，1 項の解釈の中に含ませること
の方が妥当である。
また， 382 条と 316 条の 32 との関係については， 事後的な立場からの第一
審重視のための解釈（382 条）とは異なり，事前的な立場からの，公判前整理
手続の存在意義を見出しつつ公判活動の実質化を果たすための解釈（316 条
の 32）なのであるから，仮に結論は同じであったとしても，必ずしも同様の
論理から導き出されるわけではないであろう。少なくとも公判前整理手続
は，公判に先立つ事前手続であり，訴追を受けた段階での訴訟準備を勘案し
なければならない。したがって，その存在意義を維持しつつ，あくまでも事
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前の準備手続なので，その後に控える公判活動を無理に制約させるようなこ
とは，あってはならないはずである。したがって，316 条の 32 は，被告人
の防御を尽くした公判活動の実質化のために解釈されてしかるべきなのであ
り，制限的解釈が必然的に導かれるわけではないことになる。ゆえに，公判
活動の実質化を目指すとすれば，むしろ，上記のような片面的解釈が検討さ
れるべきではないか，ということになる。
なお，このような理解に対しては，訴追側の利益は勘案しないということ
についての反論が予想されよう。しかし，刑事訴訟は適正手続の保障を軸と
して運用されるということが本来想定されなければならない。しかも，訴追
側は公判に至るまで，捜査過程から準備を行っていて，その時間的優位性は
被告人側とは比較にならない。そして，証拠収集という意味でも優位に立つ
存在である。公判前整理手続という段階で，全くの同等の立場にあるという
ことこそ，むしろ論拠が必要であろう。いずれにせよ，被告人側からは，適
正手続の保障に基づく権利保障という根拠から，上記のような主張を導くこ
とができるが，同様の根拠は，訴追側からは導き出すことができないのであ
る。
以上のような解釈は，公判前整理手続の手続的性格から見た，316 条の 32
の「やむを得ない事由」の解釈である。その基本的性格は，「やむを得ない
事由」が公判前整理手続と公判を結びつける止水栓のようなものであること
から，基礎づけられる。また，手続が二分されていない，現在の刑事裁判に
あって，被告人側の主張には，構造上やむを得ない場合が十分にありうるこ
とを前提とするものである。手続二分による救済がありうるのであれば，少
なくとも，上記 iiが該当する場合は少なくなるであろう。
99
公判前整理手続の手続的地位と証拠請求制限・主張制限
III　最高裁平成 27 年 5 月 25 日決定と
当事者の主張制限　　　　　
（1）　事案と経緯
それでは，次に，主張制限の法理について，検討することにしよう。この
点では，すでに前章で検討したように，まず 316 条の 32 においては，主張
制限は含まれないという解釈が，立法趣旨及び判例法理の展開から固まりつ
つある。そのような中で，最高裁は，295 条 1 項において主張制限の可能性
があることを示唆するに至った。
〔事　案〕
事案は，最高裁決定の認定によると次の通りであった。すなわち，「被告
人は，『平成 24 年 4 月 25 日午後 5時 50 分頃，和歌山市内の路上において，
真実は被害者が運転する普通乗用自動車に故意に被告人の身体を接触させた
のに，被害者の過失により同者に接触されて右腕を負傷したように装い，そ
の頃，同市内の駐車場において，同人に対し，治療費名目で金員を要求し，
よって同日午後 5時 55 分頃，同人から現金 5000 円の交付を受けた』旨の詐
欺の公訴事実」（公訴事実①）で起訴された。また，被告人は，平成 24 年 5 月
（公訴事実②）と 7 月（公訴事実③）に，「同種詐欺 2 件につき公訴を提起され」
た。このいわゆる「当たり屋」行為について，「公判前整理手続中，本件公
訴事実につき，弁護人は，公判期日でする予定の主張として，犯人性を否認
し，『被告人は，平成 23 年 8 月頃，和歌山県内へ行ったが，それ以来，平成
24 年 7 月 18 日まで同県内には来ていない。』『被告人は，本件公訴事実記載
の日時において，犯行場所にはおらず，大阪市西成区内の自宅ないしその付
近に存在した。』旨のアリバイの主張を明示したが，それ以上に具体的な主
張は明示せず，第一審裁判所がその点につき釈明を求めることもなかった」
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という。そして，「争点の整理結果を『争点は，本件詐欺行為を行った犯人
であるか否かである。』と確認し」，その後，公判手続の被告人質問に至っ
て，「被告人が，『その日時には，自宅でテレビを見ていた。知人夫婦と会う
約束があったことから，午後 4時 30 分頃，西成の同知人方に行った。』との
供述をし，弁護人が更に詳しい供述を求め，被告人もこれに応じた供述を行
おうとした（以下「本件質問等」という。）。これに対し，検察官が『公判前
整理手続における主張以外のことであって，本件の立証事項とは関連性がな
い。』旨を述べて異議を申し立て，第一審裁判所は，異議を容れ，本件質問
等を制限した」という事態に至った。また，最終陳述でも，「『平成 24 年 4
月 25 日午後 4 時 30 分から，20 分ないし 25 分の間に，福祉で世話になった
知人夫婦と話をしており，私から梅干しか蜂蜜の品物を送ったりしたという
事実がある。私にはそういう現場に存在できなかったという事実もある。』
旨の前記アリバイの主張の具体的な内容を陳述しており，第一審裁判所がこ
れを制限することはなかった」という。
〔最高裁に至るまでの経過〕
このように第一審では，上記 3 つの詐欺行為（4 月，5 月，7 月）のうち，4
月（①）の他に 5 月（②）の行為についても犯人性が争われ，7 月（③）につ
いては詐欺の故意と欺罔行為が認められるかが争点となった。そして，①と
②については，アリバイは争点として設定されず，判決では，それぞれ，被
害者の証言（写真面割により被告人を犯人として同定）の信用性が認められた。ま
た，アリバイの主張については，①につき「それ自体，あいまいなもので
あって信用できるものではない」，②につき「これを裏付けるものとして，
被告人が，その日に自身の住居の管理人に電気代を支払った旨の同管理人の
回答書が存在するが，この回答書はそれ自体，被告人が判示第 2の日時に判
示第 2 の場所に居たことと何ら矛盾するものではな」いとされたのである
（和歌山地判平成 25・3・27）。
これに対し，控訴審（大阪高判平成 25・9・12）は，次のように判示して，295
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条に基づく質問制限の是非について言及した。すなわち，「被告人が被告人
質問で供述したような具体的なアリバイ主張を行う場合，その重要性に鑑み
ると，そのアリバイ供述の信用性や裏付けの有無が争点となることが明らか
であり，その裏付けの有無や検察官による反対立証の有無等が確定しなけれ
ば，適切な審理計画は立てられず，公判前整理手続を設けた趣旨が没却され
るから，原審弁護人や被告人としては，本来，その内容を公判前整理手続に
おいて明示すべきであったといわなければならない」とした。そして，「被
告人が第 1回公判期日後に初めて当該アリバイの内容を思い出したのだとし
ても，当該アリバイ主張の重要性及び本件において公判前整理手続が行われ
た趣旨からすれば，原審弁護人や被告人としては，上記アリバイにつき具体
的な主張・供述をすることとなった時点で，裁判所及び検察官に対し，その
ことを明らかにし，当該アリバイの内容とその主張を公判前整理手続で明示
することができなかった事情につき釈明する必要があり，さらには，当該ア
リバイ主張に被告人質問以外の裏付け証拠があるのかどうか並びにその証拠
を請求する意思及びその証拠請求を公判前整理手続内で請求できなかった理
由も明らかにすべきであったといえる」として，その前提を述べた上で，
「原審弁護人や被告人からそのような釈明等が全くなされないまま，審理の
最終段階として行われた被告人質問の途中で，いきなりアリバイ主張に沿う
具体的な供述がなされ，あるいはそのような供述を求める質問がなされたの
であって，このようなことが無制限に許されれば公判前整理手続を設けた趣
旨が没却されることは明らかである。この点，原審裁判所としても，具体的
なアリバイ主張が被告人質問の途中に初めてなされた理由，裏付け証拠の有
無及びこれを被告人質問までに請求していない理由等をその場で確認するこ
とが可能であったから，それらのことをすることなく，関連性がないとする
原審検察官の異議を直ちに認めて被告人質問を制限したことはいささか早計
であったというべきであるが，これまでみてきたところに照らせば，上記制
限の措置が同法 295 条 1 項に反するとまではいえない」として，その是非を
肯定したのである。ただし，「いささか早計であったというべきである」と
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付言したことについても，注目すべきではあろう。
さらに，アリバイについては，上記①の事実につき，「被告人が供述して
いるだけであって，他に裏付けがないところ，被告人の供述が他の重要な部
分においていずれも信用できないことに鑑みれば，被告人の上記供述もまた
信用できない」とし，②の事実につき，「……質問書及び回答書によって
も，管理人が上記の紙を貼ったのが同月 29 日であったとは断定できず，ま
たそれが同日であったとしても午後零時から午後 1時までの間であったとい
うのであるから，その後上記貼り紙に気付いた被告人が電気代を支払った上
で同日午後 6 時 20 分頃に和歌山市……を訪れることは可能であ」るとし
て，それぞれアリバイの成立を否定した。
〔最高裁決定〕
最高裁は，これを受けて，当該事案における被告人質問の主張制限につい
て，一定の判断を示した。まず，「公判前整理手続は，充実した公判の審理
を継続的，計画的かつ迅速に行うため，事件の争点及び証拠を整理する手続
であり，訴訟関係人は，その実施に関して協力する義務を負う上，被告人又
は弁護人は，刑訴法 316 条の 17 第 1 項所定の主張明示義務を負うのである
から，公判期日においてすることを予定している主張があるにもかかわら
ず，これを明示しないということは許されない」として，刑訴法 316 条の
17 第 1 項による主張明示義務と，公判前整理手続の実施における「協力義
務」を明言した。そして，① 「新たな主張に係る事項の重要性等も踏まえた
上で，公判期日でその具体的内容に関する質問や被告人の供述が，刑訴法
295 条 1 項により制限されることがあり得る」として，主張制限の可能性を
示した。ただし，② 当該事案については，刑訴法 295 条 1 項による質問制
限をすることはできないし，検察官の異議申立てを許容して質問を制限した
第一審裁判所の措置は違法であるとしたのである。また，補足意見では，公
判前整理手続のあり方についての詳細な意見が述べられた。
このように，本決定の判断は，いわゆる当事者の主張制限の是非を検討す
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る上で，いろいろなメッセージを提供していると思われる。そこで，次にそ
の含意について検討してみよう。
（2）　主張制限の可能性
少なくともこれまでの立法過程とその後の下級審の判例展開から，いわゆ
る当事者の主張制限については，少なからず議論されていた。このような経
緯に鑑みると，本決定の示す内容は重要である。
すなわち，最高裁決定の結論からすると，最高裁は，当事者の主張制限の
可能性について，一定の解釈を示したことになろう。その意味するところ
は，① 刑訴法 295 条 1 項において，訴訟指揮による上記可能性を示したと
いうこと，② 刑訴法 316 条の 32 における主張制限の可能性を前提としてい
ないということが言えよう。しかし，この結論からすると，当事者の主張制
限（刑訴法 295 条 1 項）がなされる場合とは，どのような場合と理解されるべ
きか（課題 1），仮に可能だとして，そもそも，最高裁が明示する主張明示義
務（刑訴法 316 条の 17 第 1 項）における違反とは，どのような場合と理解され
るべきなのか（課題 2），という大きく分けて 2 つの論点が浮上することにな
ろう。まずは，前者について，考察していきたい。
まず，前提として，そもそも刑訴法 295 条 1 項による主張制限を認める解
釈について，なお，議論の余地が残されていると言えそうである。法廷意見
は，主張制限の可能性について，同条 1項における「事件に関係のない事項
にわたる」場合に，可能性があるとすることを，明確に述べている。この点
で，補足意見では， 「その他相当でない」という条文に当てはめて， 論理を進
めている。仮に， 「事件に関係のない事項にわたる」の該当性を検討する場合
には，おそらく，新主張の内容に拠ることとなろう。少なくとも，本件の場
合には，文言上，それに該当するという判断は難しい事案であったと言えよ
う。一方，補足意見は，別の文言を持ちだしていることから，適用範囲をや
や広げようとしている，あるいは文言上の問題を解消しようとしている意図
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があるのであろうか。しかし，そもそも「その他相当でない」という文言に
ついては， その質問の態様にこそ問題がある場合を想定しているので31）， 本
件との関係では，この文言に当てはめることも難しいと考えられる。いずれ
にせよ，補足意見はこれまでの条文の理解とはかなり異なる事柄を，「その
他相当でない」の中に含めようとしている点で，疑問である。それゆえ，結
論としては，法廷意見の当てはめが妥当であろう。
しかし，さらに付言すると，295 条 1 項における「事件に関係のない事項
にわたる」場合には，質問が制限されるというのは，むしろ，法廷を運営す
るに当たっては，正当に認められることである。法廷意見の述べる協力義
務，主張明示義務から，事前に主張を述べるということとは離れて，その後
の新主張が，事件に関係のない
4 4 4 4 4 4 4 4
事柄であれば，それは 295 条 1 項に該当する
場面と言えるわけであって，295 条 1 項と 315 条の 17 とが，もともと制度
の枠組みとして連動しているわけではないのである。結果として，主張制限
が 295 条 1 項に該当する可能性があることは否定できないものの，それはあ
くまでも 295 条 1 項に基づく判断ということであろう。少なくとも「事件に
関係のない事項にわたる」という文言から乖離してはならないわけであっ
て，新主張が，文字通り，事件に関係ない事項であるかどうかで，判断され
るべきものなのである。このように鑑みると，補足意見の解釈は，法廷意見
の解釈の実際上の苦しさを反面として表現しているものと言えるが，総じて
言えば，法廷意見，補足意見のそれぞれが，295 条 1 項を，公判前整理手続
を実質的に運用する際の一手段とすることが，そもそも，苦しい条文操作で
あることを示していると言えるのである。
次に，「協力義務」，「主張明示義務」について考察してみよう。最高裁決
定は，訴訟関係人が争点整理・証拠整理についての「協力義務」，「主張明示
義務」を当事者は負うとする。本事案では，旧主張は，「被告人は，平成 23
年 8 月頃，和歌山県内へ行ったが，それ以来，平成 24 年 7 月 18 日まで同県
内には来ていない」，「被告人は，本件公訴事実記載の日時において，犯行場
所にはおらず，大阪市西成区内の自宅ないしその付近に存在した」というも
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のである。しかし，新主張は，「その日時には，自宅でテレビを見ていた。
知人夫婦と会う約束があったことから，午後 4 時 30 分頃，西成の同知人方
に行った。」というものであった。この両者を比較すると，主張明示義務違
反とまでは言えないとした理由は，おそらく次のように想定することができ
るであろう。すなわち，① 新主張が，少しではあるが具体化しているのみ
であること，② 旧主張も，いわゆる抽象的であるとまでは言い切れないこ
と（すなわち，単に「アリバイを主張する」といった風ではないということ），③ 新主
張では知人が登場するが，アリバイの主張が，質的に変化しているとまでは
言えないと思われること，④ 本来，新主張に示されるようなことが，もと
もと主張できたはずなのにあえて公判まで隠していた，とまでは言えないと
思われること，などが考えられよう。このように，本決定の枠組みでは，新
主張が当然に制限されるというわけではないとするところに，注意が必要で
ある。すなわち，本事案について言えば，被告人の新主張を，直ちに主張明
示義務違反であるとはされなかった，という事実には重いものがあるものと
思われる32）。逆に言えば，いずれにせよ，主張明示義務違反の枠組み，協
力義務についての枠組みが，明示されているとまでは言えないことにもな
る。
また，主張明示義務違反があるからといって，直ちに刑訴法 295 条 1 項に
よる主張制限となるわけではないことが示されたとも言える。すなわち，決
定は，次のような枠組みを示したのである。① 公判前整理手続における被
告人又は弁護人の予定主張の明示状況（裁判所の求釈明に対する釈明の状況を含
む），新たな主張がされるに至った経緯，新たな主張の内容等の諸般の事情
を総合的に考慮し，前記主張明示義務に違反したものと認められ，② かつ， 
公判前整理手続で明示されなかった主張に関して被告人の供述を求める行為
（質問）やこれに応じた被告人の供述を許すことが，公判前整理手続を行った
意味を失わせるものと認められる場合，③ 新たな主張に係る事項の重要性
等も踏まえた上で，質問や被告人の供述が制限できるとする。
これを見ると，内容的には，慎重かつ限定的な指針を示したものと評価で
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きるが33）， 仔細に見ると， 重要なメッセージが残されていると見ることがで
きる。すなわち，上記②について，決定は，「公判前整理手続において，裁
判所の求釈明にもかかわらず，『アリバイの主張をする予定である。具体的
内容は被告人質問において明らかにする。』という限度でしか主張を明示し
なかったような場合」を具体的に例示していることから，協力義務・主張明
示義務を負うとした以上，何らかのものを示すという意味で，当事者に対す
る例示として，実務上，参考になりうるものである。この例示が，いわゆる
限界事例であると言えるかは，解釈の余地があるが，後述するように，公判
前整理手続の性格からして，あくまでも限界事例としての意味合いを持つも
のと理解すべきであろう。
ただし，仮にそうであって，単なる抽象的な主張であれば，それは義務に
違反したということになるとしても，また，何らかの抽象性を取り払う主張
を裁判所の釈明によって求めたとしても，どの程度，具体性を必要とするか
については未だ明確ではなく，議論の余地が残されている34）。また，仮に
例示のような主張であったとしても，被告人側のやむを得ない事情によりそ
のようになり，事案の真相に決定的となるような事実が新主張によって明ら
かにされる場合には（特に被告人の無実に直結するような事柄が生じてきた場合に
は），決定で述べる「新たな主張に係る事項の重要性等も踏まえた上で」と
あることから，結局のところ，刑訴法 295 条 1 項により制限できないとの結
論に至ることが十分に考えられよう。また，そうでなければ，裁判の公正さ
をも棄損することに繋がりかねないと思われる。
このように見ると，最高裁決定は，主張制限の可能性を示したことにはな
るが，不明瞭な側面が多々あることは否定できない。少なくとも，295 条を
持ちだすことについて，やや適合性を欠くと言えるのではないだろうか。も
ともと，主張制限については立法上否定することで解決されたわけであるは
ずなので，主張制限の可能性の道を，条文解釈によって切り開くことは疑問
である。さらに，証拠請求制限については，刑訴法 316 条の 32 において
「やむを得ない事由」により制限されない場合があるが，主張制限について
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は，本決定の示す基準と証拠請求制限における「やむを得ない事由」と，ど
のように整合させて理解されるべきなのかも，決定からは明らかではない。
（3）　被告人防御の視点からのアプローチ
ところで，本決定は，総じて，「事例判断ではあるが，補足意見とあわせ
て，公判前整理手続の運用について指針を示した判断として重要」であると
評価されているところである35）。では，本決定は，公判前整理手続の運用
について，いかなるメッセージを発していると言えるのであろうか。本決定
の事案では，新主張については，被告人の最終陳述においても主張が認めら
れていることを鑑みると，おそらく結論として，判決に影響を及ぼすものと
は認められない可能性が高かったと想像される。ゆえに，あえて公判前整理
手続の運用のあり方について，問題提起を行っていると評価することが可能
であろう36）。そうであれば，それは，どのようなメッセージなのかを検討
する必要があることになる（課題 3）。
この点で補足意見が，かなりの程度そのメッセージを発していると言える
であろう。補足意見によれば，本事案について，① 検察官に対しては，被
告人の供述の信用性を吟味し，真偽確認に必要な反対尋問をするのが相当で
あるとし，② 弁護人に対しては，主張内容に追加・変更がある場合には，
被告人質問に先立って判明することが多いから，それが判明したときには，
速やかに主張内容の追加・変更があることを明らかにすることが期待される
としている。また，③ 裁判所に対しては，釈明を求めて具体的内容を明ら
かにさせ，それが不可能であるという場合にはその理由を含めて記録として
残しておくべきであるとしている。そして，本事案の場合には，上記のよう
なことをすべきであったとする例を，補足意見は，提示したものと考えられ
る。
このことから，まず，弁護人・検察官に対して，公判準備における協力的
姿勢を求めるものと言える37）。① 弁護人については，予定主張について，
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公判で明らかにするといった留保付きの一般的主張ではなく，何らかの具体
性のある主張を要求するものであり，② 検察官については，関連性の見極
めを慎重に判断し，公判活動による対応をより一層求めるものである。そし
て，③ 裁判所については，釈明を求める行為をより促すものと言えるであ
ろう。このような枠組み設定を示す補足意見が，実務上，いかなる影響を持
ちうるのかも，定かではないであろう。ただし，あくまでもメッセージとし
て，あるいは例示としての意味合いにとどまるものと予想されよう。
しかし，いずれにせよ，当事者主体の準備活動をあくまでも前提とし，当
事者主体による公判前整理手続のあり方を維持していくことが望ましいこと
に，変わりはないであろう。その意味では，本決定により，当事者の準備活
動，及びその後の対応について，当事者の質の向上が益々要求されていくと
思われる。ただし，当事者間の準備活動が十分になされない状況が多発する
とすれば，裁判所による求釈明の要請はさらに高まることが，その反面で，
予想されることになる。しかし，そうだからと言って，本決定が当事者の
「協力義務」を明確にしているものの，そのような方向性が，本来のあるべ
き公判前整理手続像からすると望ましいものではないのである。また，その
ような義務を強調することによって，公判前整理手続の運用の問題が解消さ
れるかも明らかとは必ずしも言えないだけに，にわかに義務を持ちだすこと
については，疑問が残るところである38）。
すでに指摘した通り，公判前整理手続の位置づけについてのイメージの共
有化が，期待されている。この点で，そもそも準備手続の性格は，あくまで
も公判の前段階の準備作業にすぎないため，一般的には謙抑的運用が望まし
く，当事者主義を尊重しつつ，公判における公正さを確保するために裁判所
の釈明の度合いは，極力限定されることが望ましい。このことは，裁判官の
予断排除のためでもある。この点で，もともと準備手続の運用では何らかの
「協力義務」を当事者に課すという運用であるべきではなく，むしろ，当事
者が率先して準備手続に参画することが，あるべき望ましい構造ということ
になるのである。最高裁決定の述べる「協力義務」がどのような意味となる
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のかは，検討したように，あまり明確ではないし，そもそも構造的に矛盾す
るところがある。それゆえ， 条文解釈の種々の困難さから， あくまでも， 295
条 1 項がそもそも前提となるような事柄のみ，すなわち，極限的な場合に限
定して，主張制限の可能性を最高裁決定は示したものと想定することが，穏
当なところであろう39）。
一方で，本件のようなアリバイの主張について，結果としては柔軟な対応
を裁判所は求めたと評することもできよう。ところが，一般の人々からすれ
ば，この結果には，少し不思議に思うかもしれない。すなわち，被告人に本
当にアリバイがあるとすれば，本来はとても重要な決定的争点となるので
は，と常識的には考えるのではないだろうか。しかし，本決定では，アリバ
イの争点化について，補足意見すらも明確には言及していない。一般的に
は，犯人性を争うとした場合で，かつアリバイが主張された場合に，アリバ
イを別個の争点とすべきかどうかは統一的な見解はなく，その判断は，主張
するアリバイの具体性などで，事案によって分かれるであろうと考えられて
いるようである40）。従前の実務の感覚がここに現れていると理解することも
できようが，わが国の刑事裁判が被告人質問の制度を維持し，比較的柔軟に
被告人の主張に耳を傾けるという姿勢を貫くとすれば，本決定の結論に繋が
るものと理解できるであろう41）。しかし， 今後に残された課題であることは
言うまでもない。
翻って，被告人の防御の視点からのアプローチも，本来的には，検証され
るべきであろう。本件の場合には，アリバイ主張について裏付けがなく，ど
ちらかと言うと，裁判所はその主張について，結局のところ重きを置いてい
ないことが前提になっているという印象を受ける。また，実際に，アリバイ
主張を確信犯的に抽象的にとどめて，公判で詳細を明らかにするといった事
例でもないようである。それでは，なぜ，最終的にアリバイについて新たな
主張をするに至ったのか，その真相を，判例から理解することも難しい。
そこで，本件から少し離れて，より一般的に考えると，アリバイなどの新
たな主張が生じたときに，むしろ，弁護人がアリバイ主張を無理筋と判断
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し，放置していたような場合，あるいは，何らかの事情から，前段階で主張
ができないような場合を想定してみることこそが，むしろ必要ではないかと
思われる。本事案における最高裁の懸念とは逆に，むしろ，被告人からの主
張があるものの，弁護人がアリバイ主張に重きを置かずに突っ込んで調査し
ないとか，あるいは被告人に十分に主張できる準備が整っていない，さらに
は，被告人の特性から，そのような主張を十分にできない状況がある，と
いった類の場面の方が，現実には見過ごすことができない事柄であるように
思われる。そうだとすると， アリバイ主張については， 裁判所は， 刑訴法 295
条 1 項の可能性を示唆して主張明示義務を強調するということよりも，被告
人の防御の観点から，補足意見の想定する裁判所の訴訟運営を行うことこ
そ，むしろ必要とされるのではないだろうか。なぜなら，そのことこそ，適
正手続を保障する刑事訴訟法の理念にも合致するはずだからである。
IV　お わりに
本稿では，公判前整理手続の手続的性格から，刑訴法 316 条の 32 の法的
構造と，刑訴法 295 条 1 項の主張制限をめぐる最高裁決定の意義を中心に，
検討を進めてきた。その結論をまとめると次の通りとなる。
すなわち，第一に，刑訴法 316 条の 32 は，証拠請求制限の条文として判
例法理が形成され，主張制限の権限はその条文の中には含まれないものの，
被告人の防御の視点から，見直されるべきである。すなわち，有効な弁護を
受ける権利の保障の観点から，新たな証拠請求については，裁判所は，被告
人の権利を保障するために，「やむを得ない事由」を解釈すべきではない
か，ということである。
また，第二に，刑訴法 295 条 1 項を主張制限の根拠条文として理解するこ
とは，その条文自体からありうるとしても，協力義務，主張明示義務と連関
して理解することは，文言上，困難である。また，公判前整理手続の準備手
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続としての性格からすると，何らかの義務を生じさせて運用をするというこ
と自体，その性格と合致しない。むしろ，自発的に当事者が準備手続に参画
する動機づけを模索することが重要であり，それは当事者主義を尊重するこ
とにも繋がるであろう。また，アリバイの主張についても，防御権の保障の
観点からこそ，むしろ積極的に，裁判所は役割を果たすべきである。
総じて言えば，証拠請求制限，主張制限については，法廷を混乱に陥れる
ような類のことを許容しないことを，正当なこととして想定されるべきでは
あろう。しかし，そもそも刑事裁判は，整然として審理計画のもとに，予定
通り，公判手続が進められるということが，最大の目的ではないはずなので
ある。公正かつ適正な手続と結論に到達するためには，いかなる考慮が必要
なのかという視点から，そのあり方を見据えるべきではないだろうか。
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